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長崎地方最低賃金審議会運営規程 

 

（規程の目的） 

第１条 この規程は、長崎地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事に 

関し、最低賃金法及び最低賃金審議会令に定めるもののほか、必要な事項に

ついて定めるものである。 

 

（会議の招集） 

第２条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたときの他、 

長崎労働局長（以下「局長」という。）、５人以上の委員又は労働者代表委 

員、使用者代表委員及び公益代表委員各１名以上を含む３名以上の委員から 

開催の請求があったとき、会長が招集する。 

２ 前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合に 

 は、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の原則として１０日前ま 

 でに会長に通知するものとする。 

３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合の他、 

少なくとも１週間前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知すると 

ともに、局長に通知するものとする。 

 

（小委員会） 

第３条 会長は、審議会の議決により、特定の事案について事実の調査をし又は細 

目にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会を設けることができる。 

 

（委員の欠席） 

第４条 委員は、会長が必要があると認めたときは、テレビ会議システム（映像と

音声の送受信により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることがで

きるシステムをいう。次項においても同じ。）を利用する方法によって、会

議に出席することができる。 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会 

 令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨 

を、会長に適当な方法によって速やかに通知するものとする。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在になるときは、あらかじめ 

会長に適当な方法によって通知するものとする。 

 

（会議における発言） 

第５条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

  ２ 委員は、会議において発言しようとするときには、会長の許可を受けなけ 
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ればならない。 

 ３ 審議会は、会長が必要があると認めたときは、委員でない者の説明又は意 

見を聴くことができる。 

 

（会議の公開） 

第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報 

の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不

当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定

の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、会議を非公開

とすることができる。 

２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要 

な措置をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録を作成する。 

 ２ 議事録及び会議資料は、原則として公開とする。ただし、公開することに 

より、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体 

の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若し 

くは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、 

議事録及び会議資料の一部又は全部を非公開とすることができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

  ４ 前三項の規定は、小委員会について準用する。 

 

（意見及び建議の提出） 

第８条 会長は、審議会において議決を行ったときは、答申書・建議書又は議決書 

   を、それぞれ議事概要録の写しを附して、その都度局長に提出するものとす 

   る。 

 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

                   備考：昭和34年12月17日制定 

                     ：平成10年２月24日改正 

                     ：平成10年４月１日施行 

                     ：平成12年５月24日施行 

                     ：平成13年５月28日施行 

                     ：平成14年５月14日施行 

                     ：令和３年７月５日改正 



長崎地方最低賃金審議会 

長崎県特定(産業別)最低賃金専門部会運営規程 

 

第１条 この規程は、「長崎地方最低賃金審議会長崎県はん用機械器具、生産用 

   機械器具製造業最低賃金専門部会」、「同長崎県電子部品・デバイス・電 

   子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金専門部会」及 

   び「同長崎県船舶製造・修理業，舶用機関製造業最低賃金専門部会」（以 

   下「産別最賃専門部会」という。）の議事に関し、最低賃金法、最低賃金 

   審議会令及び長崎地方最低賃金審議会運営規程に定めるもののほか、必 

   要な事項について定めるものである。 

 

第２条 各々の産別最賃専門部会の委員の数は、９人とする。 

 

第３条 産別最賃専門部会の会議（以下「会議」という。）は、それぞれ部会長

が必要と認めたときの他、長崎労働局長（以下「局長」という。）又は３

人以上の委員から開催の請求があったとき、部会長が召集する。但し、

第１回会議は長崎地方最低賃金審議会長が招集する。 

  ２ 前項の規定により、局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場  

   合には、付議事項及び希望期日を少なくとも当該期日の原則として１０ 

   日前までに部会長に通知するものとする。 

  ３ 部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合 

   の他、少なくとも１週間前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通 

   知するとともに、局長に通知するものとする。 

 

第４条 委員は、部会長が必要があると認めたときは、テレビ会議システム（映

像と音声の送受信により、相手の状態を相互に認識しながら通話をする

ことができるシステムをいう。次項においても同じ。）を利用する方法に

よって、会議に出席することができる。 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審 

議会令第６条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定 

する会議への出席に含めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、そ 

   の旨を、部会長に適当な方法によって速やかに通知するものとする。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在になるときは、あらか 

   じめ部会長に適当な方法によって通知するものとする。 

 



第５条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

  ２ 委員は、会議において発言しようとするときには、部会長の許可を受 

   けるものとする。 

  ３ 産別最賃専門部会は、部会長が必要があると認めたときは、委員でな

い者の説明又は意見を聴くことができる。 

 

第６条 会議は原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情 

   報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利 

   益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは 

   意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合は、部会長は、 

   会議を非公開とすることができる。 

  ２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるな 

   どの必要な措置をとることができる。 

 

第７条 会議の議事については、議事録を作成する。 

  ２ 議事録及び会議資料は、公開することにより、個人情報の保護に支障 

   を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害 

   されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立 

   性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は議事録及び会議

資料の一部又は全部を非公開とすることができる。 

  ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとす 

   る。 

 

第８条 部会長は、会議において議決を行ったときは、長崎地方最低賃金審議 

   会に報告するものとする。 

 

第９条 この規程の制定及び改廃は、会議の議決に基づいて行う。 

 

 

 

                備考：平成１３年１０月 １日制定・施行 

                  ：平成１５年１０月 ７日改正 

                  ：平成２１年１０月１４日改正 

                  ：令和 ３年 ７月 ５日改正 



令和３年度長崎地方最低賃金審議会の運営について 

 

令 和 ３ 年 ７ 月 ５ 日 

長崎地方最低賃金審議会 

 

 

 令和３年度長崎地方最低賃金審議会の運営について、下記のとおり申し合わせる。 

 

 

記 

 

 

１．審議の進め方について 

最低賃金の改正等については、最低賃金の趣旨に鑑み、可能な限り早期に結論が得

られるよう審議の促進に努める。 

 

２．地域別最低賃金の審議について 

（１）地域別最低賃金の改正審議に当たっては、関係労使の意見を十分把握することに

努める。 

（２）地域別最低賃金の改正については、現下の最低賃金を取り巻く状況を踏まえた調

査審議を行い、専門部会において全会一致の結論が得られるよう努力する。 

 

３．特定（産業別）最低賃金の審議について 

（１）特定（産業別）最低賃金の改正の必要性の有無については、関係労使の意見を十

分把握した上で審議を行い、本審議会において全会一致の決議に至るよう努める。 

   なお、特定（産業別）最低賃金の改正申出が公正競争に係る事案については、「賃

金格差疎明資料」を改正申出書に添付させること。 

（２）特定（産業別）最低賃金の改正については、当県における産業ごとの賃金実態及

び中小企業労使の意見が反映されること等を十分に踏まえて調査審議を行い、専門

部会において全会一致の結論が得られるよう努力する。 

   なお、特定（産業別）最低賃金に係る各専門部会の初回審議については、合同で

行うこととする。 
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令和２年度電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、 

情報通信機械器具製造業最低賃金の決定状況（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和２年度特定（産業別）最低賃金審議・決定状況
　○電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金
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※２　佐賀：発電機・送電用・配電用電気機械器具、産業用電気機械器具、電球・電気照明器具、電池、その他の電気機械器具、
　　　通信機械器具・同関連機械器具、電子計算機・同付属装置、電子デバイス、電子部品、記録メディア、電子回路、
　　　ユニット部品、その他の電子部品・デバイス・電子回路製造業

※３　高知：電子部品・デバイス・電子回路、電子応用装置、映像・音響機械器具製造業

(注)　地賃ランク

※１　滋賀：計量器・測定器・分析機器・試験機、光学機械器具・レンズ、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業

793

800

807

812

818

822

829

832

832

833

833

836

843

892

862

878

883

885

886

892

894

908

908

926

849

895

900

905

910

913

914

919

936

951

951

965

0

3

2

3

2

3

4

4

3

4

1

3

3

3

2

0

3

3

1

1

1

2

2

1

2

2

2

1

3

1

3

1

0

3

3

1

793
803
809
815
820
825
833
836
835
837
834
839
846

895
864
878
886
888
887
893
895

910
910

927
851

897
902
906
913
914
917
920

936
954
954
966

650 700 750 800 850 900 950 1000

Ｄ 高知

Ｄ 宮崎

Ｄ 鳥取

Ｄ鹿児島

Ｄ 岩手

Ｄ 島根

Ｄ 青森

Ｄ 熊本

Ｄ 大分

Ｄ 長崎

Ｄ 福島

Ｄ 佐賀

Ｄ 山形

Ｄ 愛媛

Ｃ 宮城

Ｃ 岡山

Ｃ 香川

Ｃ 徳島

Ｃ 岐阜

Ｃ 山口

Ｃ北海道

Ｃ 群馬

Ｃ 新潟

Ｃ 福岡

Ｂ 富山

Ｂ 広島

Ｂ 兵庫

Ｂ 三重

Ｂ 栃木

Ｂ 山梨

Ｂ 滋賀

Ｂ 静岡

Ｂ 京都

Ａ 千葉

Ａ 埼玉

Ａ 大阪

（円）
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